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欧米金融機関経営者の 
リストラ発言　

　 今、 金 融 は IT（ 情 報 技 術 ） の 発 展、 金 融

（finance）と IT（technology）を融合するフィ

ンテック（Fintech）の拡大と AI（人工知能）の

導入で大きく変わろうとしています。

　2017年11月、英紙「インデペンデント」は、ド

イツ銀行 CEO（経営最高責任者）のジョン・ク

ライアン氏の「従業員をロボットに置き換える」

との発言を報じました1 ）。クライアン氏は「我々

の銀行では、従業員が機械的な作業をロボットの

ように処理しているが、明日はロボットが人間の

ように働くだろう」とも言っています（経済

ニュースサイト「QUARTZ」2017年 9 月 6 日）2 ）。

　2015年11月には、イギリス大手銀行バークレー

の元 CEO アントニー・ジェンキンス氏の「銀行

はウーバー・ムーブメント 3 ）に直面している」と

いう発言が関心を集めました。ジェンキンス氏

は、「銀行業は『ウーバー・ムーブメント』と同

じ新しい技術によって、金融機関の多数の支店が

閉鎖され、雇用される人々を半減させる可能性が

ある」と警告。英紙「ガーディアン」は「この予

測が現実となるなら、バークレーは世界で 2 万

6000人～ ６ 万6000人の人員削減と、280 ヵ所～

700 ヵ所の支店閉鎖を行うことになる」と解説し

ていました4 ）。

　2017年 ９ 月13日には「インデペンダント」紙

が、アメリカの大手銀行シティグループの元

CEO、ビクラム・パンディット氏の「新しい技

術は銀行業務の30％を削減する」という発言を報

じています5 ）。この記事では、「ウォール・スト

リートの巨大金融機関は、機械学習能力やクラウ

ド・コンピューティングを含めた新技術を活用し

て、業務の自動化を進め、従業員は新たなポジ

ションを見つけて適応することを余儀なくされ

る」と解説。パンディット氏は「AI とロボティ

クス（事務作業の自動化）は、バックオフィスの

人員の必要を大きく削減し」「来る ５ 年間で、業

務人員の30％削減を可能にする」と発言していま

した。同グループの2016年のレポートでは、主と

して銀行のリテール（小口取引）業務の自動化に

よって、2015年から2025年の間に30％の人員削減

が見込まれ、それはアメリカ合衆国で77万人、
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す。

　三井住友フィナンシャルグループもロボティク

スの活用や店舗改革など合わせて4000人分の業務

量を削減するとし（その後1000人上乗せして5000

人分を削減）、みずほフィナンシャルグループは

2024年度末までに営業拠点約500のうち100拠点を

削減し（その後30拠点追加削減を公表）、2026年

度末までに従業員約 １ 万9000人を削減するとして

いました。

　メガバンクのリストラの背景には、マイナス金

利に象徴される長期化する金融緩和政策の中で、

金融機関の経営が圧迫され経費削減を迫られてい

ることがあります。そのため店舗の統廃合と人員

削減に、AI、ロボティクスなど新技術やインター

ネットバンキングなど IT が活用されるのです。

それは金融労働者の雇用にどのような影響をもた

らすのでしょうか。

　正規雇用労働者については、各グループとも新

規採用を抑制し「自然減」で対応すると報じられ

ています。「日経」の「メガ銀、大量採用に幕」

（2018年 ３ 月25日付）の記事で、メガバンクの新

規採用減を解説し「共通するのは事務や窓口業務

を担う職種の採用を減らす点だ」とし「来春の新

卒採用が今春予定の1360人から半減する見込みの

みずほ FG も、窓口などで働く特定職の減少が全

体の採用数を押し下げる」とし、さらに「定型作

業を自動化する RPA（ロボティクス）」の導入も

影響して「特定職の絞り込み」が続くと予測して

いました。

定型的業務＝一般職（正規雇用女性）
の「絞り込み」

　

　みずほフィナンシャルグループの「特定職」と

いうのはコース別人事制度の「一般職」で、女性

を低賃金に固定するコースです。大手金融機関

は、1980年代半ば以降にコース別人事制度を導入

して、全国転勤を条件とする総合職（主として男

ヨーロッパで100万人のフルタイム労働者の業務

に相当すると予測していました。

　以上の報道記事は全体の一部ですが、欧米の巨

大銀行経営者が、フィンテックや AI の導入拡大

で金融労働を大きく変えようとしていることがわ

かります。

我が国のメガバンクの 
リストラ　

　日本では、2017年の後半から、メガバンクのリ

ストラ計画が相次いで報じられました。「日本経

済新聞」は「… ３ メガバンクが大規模な構造改革

に乗り出す。デジタル技術による効率化などによ

り、単純合算で3.2万人分に上る業務量を減らす」

（電子版、2017年10月28日）と報じました。

　このリストラ計画を、三菱 UFJ フィナンシャ

ルグループについてみると、2023年度までに国内

516店舗を ２ ～ ３ 割削減し、同時に70 ～ 100店舗

を「機械化店舗（仮称）」に転換し、テラーが窓

口で対応してきた業務を機械対応に切り替え、

9500人分の業務量を削減し労働者を6000人減らす

としていました。その後、削減する店舗数を180

店舗に上乗せしています。同グループは業務を、

支店窓口で職員が対応する「有人チャネル」とス

マートフォンやインターネットで対応する「非有

人チャネル」に分けて、店頭でしかできなかった

住所変更、喪失届（再発行）などもインターネッ

トで完結できるようにして「非有人チャネル」へ

のシフトを進め、インターネットバンキングの稼

働率を2018年度の25％から2023年度には60％に引

き上げるなどとしています。また、「税金」「公共

料金」「依頼書による振り込み」の受け付け機能

を備えた ATM を、2017年の説明では2023年まで

に100％導入を目指すとしていたものを、2018年

度段階で全店設置完了と計画を前倒ししていま
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性）と、転勤のない一般職（ほとんどが女性）に

コース分けをして、正規雇用労働者の女性を低賃

金の一般職に固定化しました。その低賃金の「一

般職」女性を、90年代にはさらに低賃金の非正規

雇用労働者（圧倒的多数が女性）に置き換えてき

ました。今後、AI や IT の導入拡大で「一般職」

の絞り込みが進むとされているのですが、現在銀

行で「事務や窓口業務を担う」のは「一般職」

（正規労働者）だけではありません。銀行の営業

店の事務や窓口業務は、圧倒的多数は非正規雇用

労働者が担っています。定型作業を自動化するロ

ボティクスの導入の影響を受けるのは低賃金の正

規雇用労働者＝「一般職」だけにとどまらず、窓

口や後方事務を担っている非正規雇用労働者が影

響を受けることは確実です。

　三井住友銀行では、コース別人事制度の一般職

に当たる「BC（ビジネスキャリア）職」を総合

職に統合することが報じられました。銀行は制度

改定について、AI、ロボティクスなど IT の導入

を伴う店舗改革で、定型的業務の合理化・効率化

が進むことをあげています。営業店の店頭業務は

「コンサルティングの場」となり、「テクノロジー

では代替えできない『人』ならではの高度な業務

への挑戦」が可能になると説明しています。先

に、シティグループの元 CEO、パンディット氏

が「AI とロボティクスは、バックオフイスの人

員の必要を大きく削減し」「来る ５ 年間で、業務

人員の30％削減を可能にする」と発言していたこ

とを紹介しましたが、日本のメガバンクではパン

ディット氏の発言どおりのことが進行していま

す。

　このリストラで労働者はどうなるのでしょう

か。パンディット氏は「従業員は新たなポジショ

ンを見つけて適応することを余儀なくされる」と

言っていました。ドイツ銀行 CEO のクライアン

氏は率直に「従業員をロボットに置き換える」と

言い、三井住友銀行は「『人』ならではの高度な

業務への挑戦が可能になる」と言っています。

　日本のメガバンクで、正規雇用の女性に対する

差別の制度化であった「一般職」が「総合職」に

統合され、あるいは新規採用の抑制で絞り込ま

れ、男性が大半の「総合職」も新技術導入で大き

な影響を受けます。三井住友銀行の「高度な業務

への挑戦が可能になる」という説明は、言葉の巧

妙さを感じさせます。実際には、労働者の実状を

無視した退職強要と抱き合わせの懸念がありま

す。世界最大の投資銀行、ゴールドマンサックス

は「2000年には600人のトレーダーで行っていた

大口顧客の株式売買が、 2 人のトレーダーと200

人のコンピュータエンジニアが運用する自動プロ

グラムで行われている」（マーティン・チャベス

氏、ゴールドマンサックス CIO ＝最高情報責任

者）との報告に見るように、トレーダーからエン

ジニアへの挑戦など、本人の希望とかけ離れた不

可能な「挑戦」となることもあります6 ）。こうし

たことも大きな問題ですが、日本の大手銀行の労

働問題として、今、最も重視すべきなのはメガバ

ンクの中で非常に大きなウエイト（重点）を占め

ている正規雇用以外の労働者の処遇です。

非正規雇用労働者と関連会社従業員への 
影響

　

　メガバンクの雇用構造を図表 １に示しますが、

三菱 UFJ 銀行の2019年の関連会社従業員にはタ

イのアユタヤ銀行の従業員（およそ ２ 万人）が含

まれていますので、国内の雇用構造で見ると正規

36.2％、関連会社37.1％、非正規26.6％の比率に

なります。正規雇用は36％に過ぎず、残りは関連

会社従業員と非正規雇用労働者が占めています

（図表 ２）。先にみたように、三菱 UFJ 銀行は

「9500人分の業務量を減らし、6000人の人員削減」

を公表していますが、投資家向け説明資料を見る

と正規、非正規合わせた総数で 4 万3000人程度か

ら6000人削減するとされています。しかし、同行
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など賃金・勤務条件に応じた雇用で「高度な業務

への挑戦」は保証されないのです。

　長年、差別的低賃金で働いてきた労働者が、リ

ストラで業務部門丸ごと雇い止めとなる事態が繰

り返されてきました。労働者の怒りは想像を超え

るものがあり、金融労連傘下の個人加盟組合金融

ユニオンは金融共闘など金融のなかまの支援を受

けて、労働者の雇用の確保に取り組んできまし

た。メガバンクの非正規雇用労働者の問題と金融

ユニオン・金融労連のたたかいについてここで詳

述できませんが、別稿をご参照ください 7 ）。

キャッシュレス化の背後に潜む懸念　

　スマートフォンを使って買い物の支払いを済ま

せる、キャッシュレス化が関心を集めています。

2018年 ４ 月に経済産業省が「キャッシュレスビ

ジョン」を公表し、現在20％程度であるキャッ

シュレス決済を、2025年までに40％まで引き上げ

るなどキャッシュレス化を推進していくことを決

定しています。「ビジョン」は家計最終消費支出

に対する現金を使わない支払い（クレジットカー

ド、デビットカード、スマホでの支払いなど）の

キャッシュレス比率が韓国89.1％、中国60.0％、

イギリス54.9％、アメリカ45.0％であるのに対し

て日本は18.4％（2015年）に過ぎないと、国際的

に非常に立ち遅れていることを強調しています

（図表 ３）。

　政府は、社会全体のデジタライゼーションを推

進し、マイナンバー制度を導入して国民一人ひと

りに番号を付与して一元管理することをめざして

おり、金融のデジタライゼーションの推進もその

一環です。グーグル、アップル、フェイスブッ

ク、アマゾンなど IT 巨大企業が世界経済を大き

く変化させましたが、この変化にどう対応してい

くのでしょうか。

　「ビジョン」では中国のオンラインモール、タ

オバオの持ち株会社アリババの傘下で、決済サー

ビスを行うアリペイについて詳しく紹介していま

す。アリペイはアプリを通じて、単に支払いを行

う電子財布（ウォレット）から、タクシーやホテ

ルの予約、映画のチケットの購入、公共料金の支

払い、病院の予約、振り込み、資産運用商品の購

入を １ つのアプリで直接行うことが可能だといい

ます。2017年のユーザー数は ５ 億2000万人。世界

の200以上の都市と18の通貨に対応し、中国国内

では、ローン、保険、資産運用、信用情報、クラ

ウドの各種サービスを提供しています。アリペイ

について、「ビジョン」は「このようなグローバ

ルなデジタルプラットフォーマーが、キャッシュ

レスを起点に新しいビジネスモデルを構築してい

ることは、我が国のキャッシュレス推進の視点と

して有用と考えられる」と評価しています。

　アリペイやタオバオと同じグループの個人信用

図表 1　メガバンクの雇用構造の変化

（注１）2000年は第一勧銀、富士銀行、興銀の合計。2006年はみずほ銀行とみずほコーポレートの合計。
（注２）2000年は三菱東京銀行とＵＦＪ銀行の合計 2019年は三菱ＵＦＪ銀行。
（注３）2000年はさくら銀行と三井銀行の合計。
  2019年の関連会社従業員は、三菱ＵＦＪ銀行はタイのアユタヤ銀行、三井住友銀行はインドネシアのＰＴＢａｎｋ ＢＴＰＮ Ｔｂｋと
  子会社の従業員を含む。原資料は有価証券報告書。

（単位：人、％）

銀行本体従業員（正社員）
関連会社従業員
連結嘱託・臨時従業員
労働者総数
銀行本体従業員（正社員）
関連会社従業員
連結嘱託・臨時従業員
労働者総数
銀行本体従業員（正社員）
関連会社従業員
連結嘱託・臨時従業員
労働者総数

32,184 
21,381 
11,769 
65,334 
42,476 
28,642 
15,407 
86,525 
27,912 
15,289 
7,677 
50,878 

みずほ
銀行
（注1）

2000年

49.2 
32.7 
18.0 
100.0 
49.0 
32.7 
33.0 
100.0 
54.8 
30.2 
15.0 
100.0 

労働者総数に
対する比率

22,970 
13,315 
18,063 
54,348 
33,641 
29,802 
34,069 
97,512 
16,050 
16,868 
12,923 
45,841 

2006年

42.2 
24.4 
33.2 
100.0 
34.4 
30.5 
34.9 
100.0 
34.4 
30.5 
34.9 
100.0 

労働者総数に
対する比率

29,991 
7,795 
14,962 
52,748 
33,524 
54,352 
24,695 
112,571 
28,482 
30,045 
10,690 
69,217 

2019年

56.8 
14.7 
28.3 
100.0 
29.7 
48.2 
21.9 
100.0 
41.1 
43.4 
15.4 
100.0 

労働者総数に
対する比率

三菱UFJ
銀行
（注2）

三井住友
銀行
（注3）

の連結子会社を含めた

労働者総数は国内だけ

で ８ 万人を超えていま

す。したがって、リス

トラ計画の影響を受け

るのは6000人にとどま

らないことは明らかで

す。正規雇用（行員）

以外の労働者の多く

は、業務ごとに時間給
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出。この信用情報を活用することで、消費者側の

「担保」等の負担を削減し、販売業者の側では信

用情報を活用して「消費者の個別の特性に応じた

付加価値のあるサービスの提供」や「顧客基盤の

拡大」を可能にし「好循環を生んでいる」として

います。

　こうしたデジタライゼーションされた大量の情

報を収集・蓄積、分析し利活用することは、アリ

ペイに限らずグーグルやアップル等に共通して可

能なことです。キャッシュレスの進展で、さらに

膨大な個人情報の蓄積が可能となります。デジタ

ライゼーションの急激な拡大は社会を大きく変化

させ、私たちに利便性を与えてくれることは確か

ですが、同時に、個人のプライバシーが守られる

のかどうかが非常に不安になります。

　デジタライゼーションをめぐる各種審議会等の

検討資料でもプライバシーの保護について触れら

れてはいます。金融庁の「変革期における金融

サービスの向上に向けて」（2018年 ９ 月）でも

「利便性を損なわない形」で「顧客のプライバ

シーや匿名性」への配慮の必要性を指摘していま

す。しかし、それは個人情報の利活用の拡大が主

目的です。個人情報保護法が2017年に改正され

「個人の特定性を低減したデータ」を「匿名加工

データ」として、本人の同意なく利活用すること

が可能とされました。匿名加工データとは住所、

氏名等、個人を特定できる情報を削除したデータ

で、個人を特定できる情報には、DNA や顔、手

指の静脈などの生体情報も含まれます。

「監視社会化」を許さない 
取り組みが必要　

　この匿名化は個人情報の保護を補強のためでは

なく、膨大な個人情報の蓄積を利活用するために

障害となる従来の規制を緩和するために行われた

ものです。中国のアリペイや芝麻信用の例でわか

るように、デジタライゼーションは個人のさまざ

まな活動を電子情報として蓄積します。消費者の

購買・支払い記録からはどんな映画を見たとか、

どの本を読んだか、交通機関の利用記録からはい

つどこに行ったか、公共料金の支払い状況から、

学歴に至るまでを分析して信用スコアを算出する

とされています。こうした個人のあらゆる情報を

蓄積・分析し、ビジネスチャンス拡大につなげる

ことが、政府の言う「世界最先端のデジタル国家

創造」を目指すことです。これを推進する論理

は、情報の蓄積から新たな価値や産業を創造し、

国民・消費者の利便性を飛躍的に増加することだ

とされます。しかし、利便性の裏側にある危険性

を軽視するべきではないでしょう。蓄積した情報

評価社の芝麻信用（セサミ・クレジット）につい

ても詳しく紹介しています。芝麻信用はタオバオ

の大量の取引情報に加えて、政府から提供される

学歴情報、公共料金の支払い記録など膨大なデー

タを収集し、個人の信用スコアを AI で自動算

図表 2　三菱UFJ 銀行の国内の雇用構造

出所：「有価証券報告書」（2019年3月）から国内雇用を推計

銀行本体従業員
（正社員）

関連会社従業員 連結嘱託・
臨時従業員

（％）

36.2

37.1

26.6

出所：経済産業省「キャッシュレスビジョン」10p

図表 3　各国のキャッシュレス決済比率の状況（2015年）
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を「消費者の利益のために」利用するとされます

が、それが本当に消費者個人の利益と一致する保

証はありません。

　個人のプライバシー＝知られたくないことを知

られない権利は、国家や権力者から個人の権利を

守り、権力の不正とたたかうために不可欠のもの

です。現在進められているデジタライゼーション

は SF 小説に出てくる完璧な「監視社会」の技術

的な条件を作り出します。こうした動きにどう対

抗してプライバシー保護を確実にしていくか。

フィンテック（金融と情報技術を結びつけた革新

的な動き）の急展開、キャッシュレス化の中で、

民主運動に問われている大きな課題です。

変化を見極め、我々の目標 
実現に利用すべき　

　世界を大きく変えつつあるデジタライゼーショ

ンに労働組合はどう対応するべきか。ILO（国際

労働機関）史上初の労働組合出身のガイ・ライ

ダー事務局長は、PSI（国際公務労連）の大会あ

いさつで、急速に広がるデジタライゼーションに

対して労働者が「テクノロジー決定主義」に陥る

ことに懸念を表明し、傍観者にならず変化に対し

て積極的に取り組むべきことを提起しました。そ

のエッセンスを紹介して本稿を終わります。

　「私は、技術が将来に与える影響について、実

際以上に過大に評価された議論に陥ることを非常

に懸念しています。テクノロジーが10年間に仕事

を作り出すとか、仕事が失われるという無数のレ

ポートがあります。それはばかげています。我々

の行動や社会の動きなど非常に多くの変動要素が

あるのです。第四次産業革命と呼ばれるものが何

をもたらすか。プラットフォーム経済が拡大する

中で、労働の在り方が大きく変化するのは事実で

す。重要なことは、労働市場にかかわる制度と規

制を、変化を事前に見極めて再設計することであ

り、後からキャッチアップすることではないので

す。テクノロジーの変化に対して傍観者になるの

ではなく、我々の目指すゴールに向かって利用す

ることが求められているのです」（国際労働運動

を放送している「Radio Labor」2017年11月 2 日

放送の要旨。筆者訳）
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